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3. 当研究所における

前章では、現有の油回収船や油回収装置の性能等に

関する調査結果について述べてきた。その結果、高波

浪下では油回収船が稼働できない場合や、油の回収効

率が悪くなるなどの問題点が明らかとなった。また、

流出油は波浪によりムース化した高粘度油になり、回

収が困難になるといった問題点もある。

そこで高波浪下において、油を効率よく回収するた

めに、静穏水域を創出するための船型と、高粘度油に

も対処できる油回収装置に関する研究開発を行い、こ

れらの技術を油回収船として組み合わせて総合的に対

処する方法が有力な方策として考えられる。

ここでは、油回収船の現状及びナホトカ号油流出事故

での経験等を踏まえ、当所において実施すべき油回収

船と池回収装置関する研究課題について検討を行った。

3.1 油回収船の検討

3.1.1 油回収船の想

当所では、外洋における油回収船の回収作業につい

て検討を行うものとする。そこで、外洋で効率よく油

回収作業をするためには、池回収船の稼働環境を把握

する必要があり、また流出袖がどのような波浪状況に

曝されるかも把握しておかねばならない。本節では、

油回収船の想定稼働環境を調べるために、日本近海の

波浪データを調査した。

3.1.1.1日本近海の波浪データ

日本近海において波浪観測を実施し、観測資料を発

行している機関として、気象庁や港湾技術研究所など

があり、それぞれの観測地点を図3-1に示す。観測結果

は、以下の資料として発行されている。

l)気象庁35)

①波浪図：気象庁では、北太平洋と日本沿岸域につい

て、毎日午前9時（日本時間）の波浪の実況解析を

行い、沿岸域については沿岸波浪実況図として、北

太平洋については外洋波浪実況図としてそれぞれ第

一気象無線模写通報(JMH)により放送している。

②気象庁波浪資料： 1982年～1995年の“気象庁外洋波

浪図”と 1976年～1995年の“気象庁波浪観測資料”

を統合、沿岸波浪図を加えて、 1996年分から“気象

庁波浪資料第1号 (1997年3月）”が発行されている。

この資料は、 1996年の毎日（日本時間午前9時）の

沿岸・外洋波浪実況図を掲載し、さらに観測地点に

設置された気象庁沿岸波浪計で1996年に観測された

データの統計資料を各地点毎に掲載したものであ

る。以下に資料項目を挙げる。

・沿岸波浪実況図

・外洋波浪実況図
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・時系列図（有義波高、最大波高、有義波周期）

・波浪観測年表（平均値、最大値、波高の階級別出

現率、高波出現順位）

・波浪観測累年表（平均値、最大値、波高の階級別出現

率、高波出現順位、波高・周期階級別出現率）一例とし

て、1997年1月2日午前9時現在の沿岸波浪実況図（図3-2)、

1997年1月の時系列図（経ヶ岬） （図3-3) を挙げる。

2)港湾技術研究所36)

1970年以来、港湾局では全国港湾海洋波浪情報網

(NOWPHAS: Nationwide Ocean Wave information network 

for Ports and HArborS)を構築し、日本全国の沿岸海域

(43地点）における波浪観測を実施している（図3-1参

照）。港湾技術研究所では取得された観測記録の処理及

び統計解析を分担し、その成果をこれまで波浪観測年

報として毎年港湾技研資料として報告している。本資

料における主な波浪統計項目は、次のとおりである。

•月／年間平均及び最大有義波

•最大有義波

・代表的気象じょう乱時の沿岸波浪分布

・波高・周期別出現分布

・波高・波向別出現分布（波向観測地点に限る）

・出現波高一覧

3.1.1.2 荒天日及び静穏日の出現魯持続時間

北海道西岸・留萌、山形県・酒田、佐渡島北端・弾

崎、能登・輪島、福井県・福井、島根県・浜田の観測

地点について、有義波高H1t3=3rnに対する総継続日数及

び出現頻度37)より、季節ごとの平均持続時間及び平均

出現周期を求めた。その結果を表3-1に示す。

Hl/3=3rn以上の海象は、年平均50回程度、北海道西岸

では30回程度である。年平均持続時間は、北陸～東北

では14時間程度、北海道西岸及び中国地方北岸では10

時間程度である。最も厳しい冬季には、北陸沿岸で有

義波高3m以上の海象が2~3日周期で出現し、 15時間程

度持続する。東北地方沿岸～北海道西岸及び中国地方

沿岸の出現周期は、 6日間程度である。夏季には全く出

現しない。

また、海域ごとの波浪の特徴は、次のようである。

中国地方の沿岸は、主として日本海低気圧の通過、冬型

気圧配置によって高波がもたらされる。更に、九州～

四国の経路をたどる台風によって6m前後の高波が出現

することがある。北陸～東北地方沿岸は、主として冬

型気圧配置によって高波がもたらされる。また、列島

を縦断する台風によって、能登半島以東の沿岸で7mを

超える高波が出現することがある。北海道西岸は、主

として日本海低気圧の通過によって高波がもたらされ

る。表3-2に日本海沿岸各地のH113=lm に対する未超過

継続時間37)を示す。これより、冬季においては、 lrn未

満の波高の平均継続時間が 1日以下であることがわか

り、油回収船にとっては非常に厳しい稼働環境である

ことがうかがえる。

3.1.1.3i 

3.1.1.2節の日本海沿岸観測地点（酒田の代わりに阿

賀沖とした）について、波高・周期度数分布表38)より

最多出現有義波高・周期及び出現率を求めた。その結

果を表3-3に示す。

最も厳しい冬季の最多出現有義波高及び有義波周期

は、北陸～東北地方沿岸ではH1/3＝2.5-3m、THI/3=7-8秒

である。北海道西岸及び中国地方沿岸では、 Hl/3=2----

2.5m、Tm/3＝6~7秒である。油回収船の設計波浪として、

周期が6~8秒を考慮すればよいことがわかる。また、

設定波高により油回収船の稼働率が決定される。

3.1.2 洋上想定回収性能

想定流出油量については、国としての確たる値は示

されていないが、石油連盟の関連事項に係る調査研究

では約12,000ktの流出を想定した例がある 17)。諸外国

においては、概ね大型タンカーの貨物タンク2個分に相

当する 10,000-15,000kt程度とし、これを2~3日で回

収することを基本としている。ただし、回収時の気

象・海象条件まで規定されているか否かは明らかでな

H113=3mに対す

戸項 目 留萌 酒田弾崎輪島福＃浜田

6.5 17. 0 25. 0 22. 5 17. 0 12. 5 
（回｝ 15. 0 33, 0 39. 0 35. 0 27.0 18. 0 

10.4 12.4 15.4 1 5.4 15.1 16.7 
) 6.0 7.3 2.3 2.6 3.3 5.0 

5.0 6.0 10.0 
105. . 0 0 

6. 5 3. 0 
10.0 10. 0 19. 0 12. 0 10. 0 

12.0 14.4 12.6 12.0 13.0 7.2 
9.0 9.0 4.7 9.0 7.5 9.0 
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 o. 0 
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

2.3 4.8 5.0 3. 5 2. 5 l. 5 
5. 0 7. 0 5. 0 6. 0 5.0 7. 5 

11.0 16.5 24.0 14.0 12.0 4.8 
18.0 12.8 18.0 15.0 18.0 12.0 

13.8 27.8, 40.0 31.0 26.0 17.0 

30 50 63 51 44 36 
111 14.4 17.3 13.8 13.4 9.6 

傘周期38)

季節 ，項 目 留萌 阿賀沖 弾崎 輪島 福井 浜田

2.0-2.5 2.5-3 2-2.5 2-2.5 2.5-3 2-2.5 

冬季 6-7 6-7 7-8 7-8 7-8 6-7 
6. 9 ¥). 7 7.0 7. 5 4.9 5. 6 

0.5-0．75 0.25-0．5 1-1.25 0.25-0．5 0.5-0．75 0.25-0．5 

秋季 5-6 3-4 5令 4-5 5-6 4-5 
6. l 9. 0 5. 2 7. 8 6.5 1.9 

0.25-0.5 0.25-0．5 0.5-0.75 0.25-0.5 翌 0.25-0．5 

夏季 4-5 3-4 3-4 4-5 4-5 
9.5 17 7 14.4 17 7 17 9 17. 7 

0.5-0．75 0.25-0．5 0.25--0．5 025-4-5 025-0．5 0.25-0．5 

春季 4-5 3-4 
1静5.穏7 

4-5 4-5 4-5 
6. 9 l l. 2 9.8 11. 9 11. 0 

(331) 
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い（ノルウェーは、波高9フィート未満としている）が、

回収装置の現状から事実上平穏な海域での作業を想定

するものとなっていると考えられる。

また、ナホトカ号からの流出量は約6,300kt、ジュリ

アナ号海難事故（昭和46年）で流出量は約7,200ktであ

った。したがって、洋上流出油の想定量として約

12,000kt程度は概ね妥当と考えられる。

想定流出油量についての現状の想定値を特段変更す

べき必然性はないことから、回収船が備えるべき単位

時間あたりの回収油量についても、現在配備されてい

る回収装置の値の範囲内として想定すれば足りる。研

究の最終的な目標は、油回収船の回収油量の向上であ

るが、現在は困難な高波浪下での回収を可能とするた

めの基礎技術の蓄積により、その目的を達成すること

が可能となる。回収油量の向上に伴い、油回収船に搭

載する回収油の貯蔵タンクを大きくする必要性が生じ

るので、油回収船の貯蔵量についても考慮しなければ

ならないと考えられる。

現段階では、想定回収油量の想定にあたっては、国

内外の現有回収装置の性能程度とする。国外の大型回

収装置の当該値は、油水回収能力として200-300m3/h、

国内の油回収専用船では約90m3/hとなっており、これ

らの値に留意することとなる。

3.1.3 高波浪への対応技術の研究

本節では、 3.5-4mの高波浪下で必要な油回収技術と

して、次の 2つの技術要素をとりあげる。まず第一の

要素として、油回収船の主要寸法を決定するために必

要な荒天下での動揺特性について調査する。第二の要

素は、船内に取り込んだ油を効率良く回収するために

必要な静穏化水面の創生技術である。

以下においては、船型別の一般的な動揺性能につい

て述べ、油回収船の船型として通常は他の目的に使用

される作業船で、甲板に広い作業面積と油回収タンク

面積を確保できるバージ型を想定する。このバージ型

船型を例にとり、その動揺性能について考察し、船舶

技術研究所において実施された模型実験結果を紹介し

てその一般的な特徴を示す。また、取り込んだ油の回

収技術に焦点を絞り、船内に設けられた静穏海域、い

わゆるムーンプールについて解説する。

3.1.3.1 船型別の動揺性能の比較

船型別の動揺性能の比較をするために、対象とする

単胴船、双胴船及び小水線面積船(SWATH)の主要寸法

を表3-4に示す。油回収船として稼働することを想定す

ると、低速時の動揺性能に着目しなければならない。

図3-4に横波中の動揺応答の比較を波スペクトラムとと

もに示す。単胴船と小水線面積船は、応答のピークが

極端に相違することがわかる。すなわち、単胴船と比

較して双胴船の場合は波長が短い領域にそのピークが

(332) 

存在し、単胴船ほど大きくない。荒天下においては波

長が一般的に長くなることから、双胴船は動揺応答の

観点から有利であるといえる。また図3-5に縦揺の動揺

応答の比較を示す。船速が0ktの停止している場合につ

いては、全般的に単胴船の方が双胴船よりも応答が大

きく、縦揺についても双胴船が有利である。また図3-6

に船速に対する上下変位の比較を示す。これより、微

速域では小水線面積船と単胴船ではそれほど大きな違

いはなく、小水線面積船の優位性は高速域において顕

著になることがわかる。

油回収船は波浪中において低速で浮遊する油を回収

するために、低速時の良好な動揺性能を有することが

重要であるが、操船性能についても想定される要求性

能をある程度満足することが必要条件となる。とりわ

け荒天下において、高粘度化した油は一箇所に集中せ

ず処々に散逸しており、機動性を重視すれば操船性能

も重要となる。すなわち、微速域の操船性能について

は、外力として風、波漂流力が重要な要素となるが、

DPS(Dynamic Positioning System)などの操船制御を対象

とする研究により、良好な性能を満足できると考えら

れる。

3.1ふ2 バージ型油回収船の主要寸法の決定法の一例

ここでは、 3.5~4mの高波浪下において、静穏な油回

収作業水面を創出するための船型、設備を有する油回

収船について検討する。油回収船を考える場合、油回

収機器据え付け、機材の収納・保守、回収した油の貯

蔵などの十分な空間が必要である。また、低速域での

良好な動揺特性とある要求性能を満足する操縦性能が

必要である。このような観点から、バージ型油回収船

表3-4 単胴船魯双胴船急小水線面積船 (SWATH)の主
要寸法頷

SWATH 
CONVENllONALI CONVENTIONAL 

SHIP¥CATAMARANl MONOHULL 
(AGOR 181 f (DESTROYER) 

EQUIV. EQUIV. 
LENGTH DISPI.. 

LENGTH IN FEET曇 220 220 220 380 
9 ↓ ’’’9  J 

DISPLACEMENT 3200 3200 700 3200 

IN TONS 

BEAM (EACH HULL) 8 24 23 40 

IN FEET -HULL SPACING 100 臼

IN FEET" 

主蕊笠丑丑叶 。El 1:．：： |-0 :[ l。丑
脅LENGTHIS DEFINED AS THE OVERALL LENGTH OF THE 

SUBMERGED HULL. 
""HULL SPACINQ IS.DEFINED邸 THEDISTANCE BETWEEN THE 

CENTERLINES OF EACtl'INOIVIOUAL.HULL. 
""•NORMAL OPERATING SPEED IN A SEAWAY. 
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図3-6 船速に対する上下変位39)

I 

--—→--•一•一・I 

0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4 

SHI~ LENGTH/WAVE HEIGHT. (LM 

CURVES OBTAINED BY COMPUTER PROGRAM 

ANO CHECKED AGAINST EXPERIMENT AL DAT A 

縦揺の動揺応答391図3-5

の初期設計について考えることにする。

船舶技術研究所で実施した模型実験40)において、使

用したバージ型の模型船を図3-7に示す。これは、船体

抵抗を軽減するための船首尾にカットアップのついた

典型的なバージ船型である。今回の研究開発目的にあ

わせると、想定する海象条件として、冬期の日本海を

図3-7
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第一義的に考慮するのが妥当である。先に述べたよう

に表3-3から冬季の日本海の最多波周期は6~8秒、波長

は56~l100m、中間の波周期7秒に対して波長76mである。

一方、本船の横波中と縦波中の動揺の応答関数を図3-8

に示す。この図より、波浪条件が,{/L=l.5（入：波長、L:

船長）以下の場合、その動揺応答は縦波中、横波中と

もに良好である。

したがって、バージ型船舶の主要寸法を決定する際、

船長は約70m以上で、経済性等を考慮すると70----90rnの

範囲が妥当である。実船を模型実験の供試模型と相似

形と仮定すると、幅28mで型深さは7mと大きく、海面

(333) 
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図3-8 動揺の応答関数碩

からデッキまでの距離が大きすぎる。また、安易に型

深さを小さくすると船体の曲げ剛性が小さくなるので

検討を要する。

3.1.3.3 ムー～ンプール型船型

高波浪下においても静穏な船内油回収作業水面を創

出するための有力な船型としてムーンプール型船型が

考えられる。ムーンプールは、海洋関連産業における

応用分野で意外に幅広く利用されており、その研究と

してはムーンプールの開口部の水面の応答の推定法が

主であった。最近では、浮体式石油生産システム

(FPSO : Floating Production Storage and Offloading 

System) における係留施設 (TurretMooring)のために

船体に開口部を有するものが多くみられる。ムーンプ

ールは、 ROV(RemoteOperating Vehicle)などの海中作業

用の機器の揚げ下ろしに狭い領域でも静穏な海水面が

必要であることからその有用性がある。潮流や風の影

響を受け難く、波の上下方向の作用については一種の

(334) 

低周波フィルターのような働きをするものである。ま

た、ムーンプールを船体中央に配置すれば、縦揺れや

横揺れの影響を少なくできる。しかしながら、ムーン

プールの設計如何によっては、ムーンプール内の相対

水位変動が共振を引き起こす可能性も有していること

も忘れてはならない。ここで想定するムーンプール船型

は、従来のムーンプールが外海と遮断されているのに

対し、外海とムーンプールがつながっている点に特徴

がある。ムーンプールの水面の相対水位の最適設計を

するためには、まず開口部水面に対する強制力のメカ

ニズムを解明することが重要であり、以下に従来の研

究41)を概観する。

(1)ムーンプール開口部水面の応答

(a)同調周波数

ムーンプールを有することによって船体の応答がど

のように変化するかは大きな問題ではなく、開口部水

面の相対水位変動について考察する。まず、開口部水
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面を動揺させる外部からの強制力のメカニズムにふれ

ると、船体まわりの圧力変動分布などの要素によって

ムーンプールの開口部水面は影響を受ける。同調周波

数は、船の喫水に依存し、通常は波の周波数よりも高
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図3-9 向波中における船体内のムーンプールの
シミュレーション計算と模型実験との比較41)

いことが知られている。図3-9に示すように、上下動揺

の同調周波数と比較すると開口部水面の相対運動の同

調周波数は高くなる。

(b)ダンピングのメカニズム

ムーンプールの開口部水面の相対水位に関する減衰

力については、開口部底面から生ずる渦によって発生

する粘性圧力減衰が大きい。これは、相対水位の速度

の2乗に比例する項であり、摩擦などの他の要因による

影響は粘性減衰と比較して小さい。しかしながら、こ

れは通常計算では求めることはできない。

(2)位相差の影響

船体運動特に上下運動とムーンプールの水面の相対

水位は密接に関係し、その位相差は重要である。図3-9

に示すように低周波数領域では、波浪強制力と上下運

動は同位相である。これは、ムーンプールの相対水位

の強制力と波浪強制力が相殺するからである。逆に両

者の位相差が180゚ となると、船体とムーンプールに関

する連成成分が強くなる。同調周波数を超えた高周波

数領域でこのような現象が起こり、ムーンプール水面

の相対水位変動が極度に大きくなる。

(3)ダンピングプレート

開口部の水面の上下動を低減するために、開口部の

内壁にフランジ（ダンピングプレート）を設ける方法

がある。深さ方向のどの位置に設置すれば有効に水面

変動を押さえることができるかを調査した実験的研究

42)がある。それによると、開口部の下部付近に設置した

場合、 sharpedgeからの渦が非常に大きくダンピングプ

レートの効果が少なく、開口部の底から若干上部に設

置した場合、 2次の減衰成分の寄与が大きいといえる。

図3-10に示すように、ダンピングプレートが存在す

ると動揺ピーク周波数での応答が大きく低下すること

がわかる。また図3-11で示すとおり、この効果は動揺

基本周波数よりも高次の周波数、特に 2次周波数成分

の低減に大きく寄与している。図3-12に波とムーンプ

ール内の相対運動の時系列を示す。この図から、入射

波に対してムーンプール内の相対水位が小さくなって

いることがわかる。

さらに、ムーンプールを有する船型において、より

システム的に油回収効率を増大させる工夫として以下

のようなものが考えられる。

(4)ムーンプール型船型の波浪静穏化技術

(a)ムーンプールヘ入射する波浪の低減技術43)44) 

波浪制御装置を水面上に設置すると反射波が問題と

なるため、水面下に制御系を置くのが妥当である。例

えば、没水平板型消波装置及び可動板型RadiationWave 

Generatorによる波浪制御等がそれである。

(b)ムーンプール内部の水面の静穏化技術45)46)47)48)

ムーンプールの水面周囲に波浪エネルギー吸収装置

を設置する。しかしながら、エネルギー吸収装置が動

揺するので、装置自体の動揺を考慮に入れた最適制御

が必要となり、複雑な問題となる。波浪エネルギー吸

収に必要なパワーを考慮すると、経済的観点から実現

は非常に難しいと考えられる。

(335) 
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図3-12 波とムーンプール内の相対運動との時系列四

3.2 高粘度油回収技術

油回収装置の現状については、第 2章においてその

有効性について調査した。

また、船舶技術研究所では、これまでにも油タンク

の洗浄、油水分離器、流出油の探索、流出油の漂流・

拡散、流出油の拡散防止、流出油の回収等、海洋の油

汚染防止のための研究を行ってきた。ここでは高粘度

油回収技術検討のために、流出油拡散防止と機械的流

出油回収に関する比較的最近の研究を振り返る。

流出油拡散防止のための研究では、二次元模型実験

によりオイルフェンスの滞油性能について調べ、流れ

に対する滞池性能は油層フルード数と無次元油層長さ

で表現できることを明らかにした。さらに、オイルフ

ェンスの漏油防止のために格子状の網を付加すること

により、流速にして50％以上の性能向上が図れること

を確認した6)52)。また、水中より気泡を噴出し、気泡

が水面に達して向きを変え表面流を作るという特徴を

利用して、流出油の封じ込めに利用できるかどうかを

実験によって確認した。模擬油を利用した実験により

漏油を阻止できる限界流速を明らかにし、この方式の

適用すべき方向性について見通しを得た49心流出油回収

技術では、付着を原理とするものについて研究を行い、

油の付着にベルトや回転円板などの油を付着させる材

質の影響は少ないことを実験により明らかにした。ま

た、回収量が最大となるベルトの速度や円板の回転角

速度を解析的に求めた7)50)。

さらに、寒冷海域における油流出対応のための研究

も現在行われているところである53)-57)。

当所でのこれまでの研究は、比較的静穏水面での技

術であり、必ずしも高波浪下において風化・乳化した

高粘度油を回収するためにおこなわれたものではなか

ったため、新たな検討を加える必要がある。そこで、

以上の結果を考慮した上で、 3.1項で検討した高波浪下

でも稼働可能な船型の油回収船に搭載する油回収装置

について、高粘度油にも対応可能で回収効率が良いと

考えられる回収方式を本項で検討することにする。

(336) 
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3.2.1油の性状変化

油の性状によって最適な回収方法が異なることから、

油回収装置の開発研究にあたっては、油の性質や特性

などを把握する必要がある。これまでに石油を中心と

した油の流出後の性状変化に関する研究報告が多くな

されている。例えば、北大58)、シップ＆オーシャン財

団59)及び石油連盟60)等が波浪中も含めた油の性状変化

について研究している。その研究結果について、以下

に箇条書きに整理して列挙する。

(1)蒸発率

・蒸発量が面積に比例するため、波により蒸発面積が増

えることから波浪中では平水中よりも若干高くなる59)。

・油膜厚さが薄いほど、速く蒸発する。実際の海域で

は、実験室よりも拡散が大きく蒸発量も大きい59)。

・波浪中では平水中よりも少し高くなるが、 3日経過

したあたりからの差は1~2％程度まで縮まる60)。

•海水温度が高いほど蒸発率は大きくなる 60)。

(2)含水率

•水の量が増えると水中油滴型から油中水滴型に転相

するため、水の体積割合は0.75程度まで達する58)。

・エマルジョンは安定しており自然の油水分離は起き

ない58)。

•平水中ではほとんど乳化が進行しないのに対して、

波浪中では蒸発率がある程度の大きさを超えると急

激に乳化が進行する59)。

・油の蒸発と乳化には密接な関係がある59)。

＊含水率の増加は、油水界面に外部からエネルギー

が加わって動揺・撹乱が生じ、油中の成分で界面活

性剤的な役割を果たすといわれるアスファルテン

等と水が結びつく化学的な結合と、蒸発により粘

性が高くなった油の中に水滴がとりこまれて重力

による分離が不可能となる物理的な混合とが相互

に作用してもたらされると考えられる。

・ 30分を経過したあたりから急激に乳化が進行する。

平水中より波浪中での乳化の進行は大きい60)。

・油の蒸発と乳化には密接な関係がある60)。

. 1日経過した含水率がピークとなる。海水温度によ

る差は顕著ではない60)。

(3)粘度

池は温度が低いと粘度が高くなるが、油の種類によ

り粘性変化が異なっている。温度と油との粘性変化の

関係を図3-1357)に示す。

・純水、食塩水、海水を用いたC重油のエマルジョン

の粘度にはほとんど差が無い58)。

・波浪中では、平水中と比較して粘度が時間にともな

って急激に増加する60)。波浪中では水が多く取り込

まれるので粘度は油水混合物としての値となる。粘

度の変化には、蒸発率と含水率が密接に関係し、特

に含水率の影響が大きい59)。

•海水温度が低い場合、 2 時間経過したころから既に

1万(cP)をこえるようになる60)。

(4)密度

・波浪中では、蒸発率が21.5％まではその 2次曲線近

似ができ、それを超えると直線的に増加する59)。

・波浪の有無、海水温度の高低による顕著な影響はみ

られない59)。
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時間の間にムース化状態の高粘度油になる傾向がある

と考えられる。また、一例としてC重油の経時変化を

図3-1460)に示す。

3.2。2 ナホトカ号油流出事故における油の性状変化

1997年1月2日、島根県隠岐島北北東110km付近で、

荒天のため破断難破したナホトカ号から約6,240ke （推

定）の重油が流出した61)。この事故は、沿岸から

100km以上離れた海上で船体が破断難破したため、油

は沖合いの風や波に曝されて、結局長く伸びた沿岸線

に油濁の脅威をもたらした。船が破損したときに流出

した重池は自然に分散し、直径l~10m程の大きさの乳

化が著しく進んだ重油の層状物になり、沿岸に向けて

漂流した。流出した油は中粘度で、海の波の作用によ

る物理的な減損にも耐え得る安定性で、持続性の高い

油中水滴型エマルジョンを形成した。そのエマルジョ

ンの水分含有量が80％を超えたために、 4~5倍に汚染

物質の量が増加した。乳化油の持続性が高まったため、

その状態のまま長い距離を漂流することができたため

に、汚染の被害が広域に及んだ62)。

搭載していた油の動粘度は50℃で137.46cSt(10℃換

算約6,000cSt)、流動点が-17℃であったが、事故発生3

日後に採取した漂流油の粘度は、 12℃で約1,232,000cSt

に達していた63)。これは前に述べた油の経時変化から

見ると、油の粘度の特性を表しているように思われる。

このように流出油の絶対量に加えて乳化油の粘度が高

くなったため、ポンプやパイプの目詰まりを度々生じ

させ、回収された廃棄物の取扱い、汲み出し、運搬、

処分に問題が生じた62)。

3.2.3 高粘度油回収技術の方式

ムーンプール内に収集した高粘度油を回収するのに

有効であると考えられる方式として、以下の 3つが挙

げられる。

(a)バケット方式（底は水抜きのためメッシュスクリー

ン）

長所：機構が簡単で、取扱いが容易である。水分が少

ないので油水分離が必要ない。

短所：ムーンプールの面積に対しバケットが小さいと、

効率が悪くなる。バケットを大きくすると大規

模設備になり、波浪中の作業は危険である。

(b)吸引（投げ込み）式ポンプ

長所：比較的小型で取り扱いが容易である。配管をス

トレージタンクまで導入することにより、周辺

機械が必要ない。

短所：高粘度油を吸い出すためにはパワーが必要であ

り、ゴミによって配管系統が詰まるおそれがあ

る。また、ムーンプール内海面上でのポンプの

(338) 

挙動制御装置が必要である。

(c)オーバーフロー堰式回収

長所：堰には表面部分が集まりやすいので、水より比

重の小さい油の収集が容易である。ゴミは堰か

ら流出後に除去できるので、ゴミ対策が比較的

容易である。

短所：海水を多く含むので油水分離が必要である。ま

た、ムーンプール内の海面と船の運動が同期す

るとは限らず、堰に対する制御が必要である。

上記の 3つの方式が考えられ、それぞれの方式の長

所、短所を吟味、検討した上で、高粘度油回収の技術

開発に向けて、研究を進めていくことが必要である。

4。 まとめ

本報告書では流出油回収技術の現状について調査し、

当研究所における今後の研究課題について検討した。

その結果、現有の油回収船・油回収装置では、高波

浪下または高粘度の油に対しては回収不可能であるか、

または大きく回収効率が低下する現状が明らかになっ

た。したがって、高波浪下または高粘度の油に対する

油回収技術の向上が望まれる。

そこで、油回収装置が稼働できる静穏水域を創り出

すため、ムーンプールが有効であると考え、従来のム

ーンプール型船型について検討した。外海とムーンプ

ールがリンクした船型について、高波浪下でも静穏水

域を創り出すことができるかの検討は今後の課題であ

る。また、現有の油回収装置を高粘度油に対して使用

した場合の回収能力について検討し、油回収装置に関

しては、高粘度に対応できるように改良や開発などの

余地があることがわかった。

油回収船としては、ムーンプール型船型と高粘度油

に対応した池回収装置の組み合わせが有効であると考

え、今後このような油回収船の基礎的研究を進めてい

く予定である。

最後に本報告書をまとめるにあたり、参考資料やデ

ータをご提供頂いた関係機関・団体の関係者の方々に

厚くお礼申し上げます。
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